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研究成果の概要： 
 
 本研究では、ＩＣＴ（情報コミュニケーション技術）の進展が企業・経営にどのような影響

を及ぼすのかを明らかにすることを研究目的とし、具体的には、①ＩＣＴ概念の明確化、②Ｉ

ＣＴが企業組織へ与える影響の定性・定量分析、③電子商取引における情報技術・ネットワー

ク基盤研究、④電子商取引における価格設定の研究、⑤アンケート調査のＷＥＢ化、⑥ＳＣＭ

構築の研究と総合評価、以上の 6つについて検討を行った。 
 その結果、①ＩＣＴ概念の明確化については、Communication（コミュニケーション）は、「ネ
ットワーク経営」のあり方の根幹をなすものとして、「ヒトとヒト」（＝ヒューマン・コミュニ
ケーション）だけではなく、「ヒトとモノ」（＝ヒトにやさしいコンピュータ：ＳＣＭ管理ツー
ルなど）、「モノとモノ」（＝マルチメディア情報やＩＣタグ）との観点でも把握することが重要
であるというように、ＩＣＴ概念を明確化した。 
②ＩＣＴが企業組織へ与える影響の定性・定量分析については、「ネットワーク経営」を分析
するにあたって、もうひとつ有力な仮説であるＩＣＴの与える企業内の「分権化・個別化」作
用を対立仮説として取り上げ、その妥当性ないしは両者並存型なのか、検討を行った。その結
果、このことの意味は極めて重要であり、モジュール化できるならアウトソーシング可能であ
り、インテグラルなら内部化（＝統合型）という対応が企業組織にもたらされることが明らか
になった。 
③電子商取引における情報技術・ネットワーク基盤研究については、これら情報技術・ネッ

トワーク基盤研究は、調査・効果測定・必要なセキュリティなどの面から進めて行い、この成
果については、⑤のアンケート調査のＷＥＢ化にてその技術を調査・効果測定を行った。 
④電子商取引における価格設定の研究については、本研究で作成した Web アンケート調査に

よると価格設定と価格決定に関してインターネットを活用している企業が 84.62％と大きな割
合を示していたが、インターネットを活用する前と後の想定と実売価格にはあまりギャップが
見られず、価格下落スピードに関しては、価格下落スピードが上昇したと答える企業の方が低
下したと答える企業よりも多いことがわかった。 
⑤アンケート調査のＷＥＢ化については、以下の HP にてアンケート調査のＷＥＢ化に成功し

た。(http://www.hannan-u.ac.jp/mi/ict_ancate/) 
⑥ＳＣＭ構築の研究と総合評価については、経営トップの役割を明確に把握するための「意

識と行動」についての基準を策定し、「経営価値の向上」「ＩＣＴ化の組織活動要素」をどう評
価するのか、検討した。 
以上、本研究の当初の研究計画で設定していた 6つの検討課題について 3年間に及ぶ研究期

間内で取り組むことができた。しかし、(6)のＳＣＭ構築の研究と総合評価については未だ課題
が残されている。次年度は研究計画外ではあるが、引き続き研究課題の追求を行っていきたい。 
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１．研究開始当初の背景 
 
（１）基本的目的 
 我が国では、これまでＩＴ（Information 
Technology＝情報技術）という用語が広く使
用されてきたが、総務省は 2004 年 8 月に「Ｉ
ＣＴ政策大綱」を発表し、ＩＴに代わって、
今後ＩＣＴ（Information and Communication 
Technology＝情報コミュニケーション技術）
という用語を統一的に用いると宣言した。だ
が、企業経営の学問分野において、ＩＣＴ概
念がどのように展開されるのかについては
未だ明らかになっていない。本研究では、従
来の Information（情報）だけでなく、 
Communication（コミュニケーション）の概
念が加わった企業経営の視点を明確にし、Ｉ
Ｔ革命の黎明（れいめい）期を経て、すでに
ＩＴを使用している第２ステージの時代に
おける企業経営のあり方について研究する。 
 
（２）当初の設定課題 
 本研究の基本目的の下に、以下の 6つの検
討課題について検討することを想定してい
た。 
 
① ＩＴからＩＣＴへ－概念の明確化 

IT に変わってＩＣＴ（Information and 
Communication Technology＝情報コミュニ
ケーション技術）という用語が広く使われる
ようになったのは、総務省によると、その理
由は２つあって、第１にＩＣＴという用語の
方がヨーロッパ・アジアなど国際的に広く用
いられていること、第２にユビキタス（＊注）
社会におけるコミュニケーションの重要性
をより一層明確化するためであるという。だ
が、企業経営の学問分野において、ＩＣＴ概
念がどのように展開されるのかについては
未だ明らかになっていない。また、従来の

Information （ 情 報 ） だ け で な く 、 
Communication（コミュニケーション）の概
念が加わったＩＴからＩＣＴへ概念の明確
化を検討する。 
（＊注）ユビキタス（Ubiquitous）の語源は
ラテン語で、神はいたるところに存在する
（遍在）という意味。インターネットなどの
情報ネットワークに、いつでも、どこからで
もアクセスできる環境をいう。総務省の「Ｉ
ＣＴ政策大綱」（２００４）では、ユビキタ
スが普及すると、時間や場所にとらわれない
快適な生活を享受し、新ビジネスや新サービ
スが次々に生まれる社会になると想定され
ている。 
 
②ＩＣＴが企業組織に与える影響の研究 
 近年の企業活動は、製品開発、価格、流通、
プロモーションといった個別機能研究だけ
では十分理解できない。各機能間の結びつき、
すなわちシステムとしての企業経営という
視点が不可欠である。その際、製品革新を実
現しただけでは事業の成功とはならず、それ
をいかに生産し、そして消費者に届け、統合
した事業システムを構築するのか、という観
点がきわめて重要になる。特に分業化が進む
ＩＣＴ時代の企業活動は、このネットワーク
経営の視点なくしては成り立たないといっ
ても過言ではない。そこで本研究では、「仕
組みとしての経営」を成功させている企業事
例をもとに事業の仕組み、すなわち事業シス
テムやイノベーションのあり方を成功に導
く「企業組織」のあり方を明らかにする。 
 
③サプライチェーン・マネジメント（ＳＣＭ）
構築の研究 
 ＩＣＴ時代の企業において、企業内情報シ
ステムとしてＥＲＰ（基幹業務統合）、ＳＣ
Ｍ（調達・生産・販売でなどの一貫した管理



システム）、ＣＲＭ（顧客重視の経営）など、
高度な情報技術を用いたシステムの開発、構
築を行って、コストの削減、電子商取引、電
子決済と統合して、新しいデジタル経営時代
の企業情報システムを形成し、それによって
顧客ニーズを基本におく企業経営方式への
変革を導こうとしている。この企業情報シス
テムの最新動向を、特にＳＣＭを中心に把握
し、その変化の特徴をつかむことは「モノと
モノ」、「ヒトとヒト」、「ヒトとモノ」などの
関係＝コミュニケーションを前面に押し出
すＩＣＴ時代の経営を考える上で、重要な課
題である。 
 
④ 電子商取引における情報技術・ネットワ
ーク基盤の研究 
 ＩＣＴ時代のもうひとつの重要な構成要
素に電子商取引がある。それは大きくＢ２Ｂ
（企業－企業取引）とＢ２Ｃ（企業－消費者
取引）に分けられるが、そのうち特にＢ２Ｃ
は、ＷＥＢ上のマルチメディアオブジェクト
によるマルチモーダルコミュニケーション
としての側面を大きく持つ。すなわち、ヒュ
ーマンコミュニケーションに対しマルチメ
ディア情報がどのように作用するかという
観点からから今一度捉えなおす必要がある
と考えられるのである。本研究では、過去の
実証実験を含むＢ２Ｃサイトの問題点を、現
在好況を呈する代表的なサイトとの比較に
おいて検討することにより、ＩＣＴが要求す
るマルチモーダルコミュニケーションのあ
り方を考察する。また、今後のＥコマースを
変革し発展させて行く原動力となる情報通
信技術・ネットワーク基盤の最新動向を調
査・研究することも重要である。 
 
⑤ 電子商取引と企業経営の研究 
さらに、ＩＣＴ時代の企業経営にとって、
電子商取引は、どのように位置付けられるの
であろうか？特にＥＣ市場の価格決定のメ
カニズムはどのようなものであろうか？従
来説は、ＩＣＴの進展によって取引コストが
削減し、価格は低下するというものであった。
しかし、セキュリティやメンテナンスなどの
面で取引コストはゼロにはならない。また、
価格の設定変更頻度は、どうなっているので
あろうか？どういった業種・業界がＩＣＴ利
用によって一番消費者の購入態度に敏感に
感応し、価格設定変更をおこなうのであろう
か？従来説は、企業経営の根幹ともいえる売
上高を大きくし、利益を得るための源泉とも
いえるこうした諸問題に対する回答を必ず
しも用意しているとは言い難いと考えられ
る。本研究の重要な目的のひとつである。 
 
⑥ 企業アンケートのＷＥＢ化 
以上の研究課題を取り組むに当たって、各

種アンケート調査を行うが、従来の紙媒体と
郵送による調査ではなく、ＩＣＴ時代の調査
もまた膨大な時間と労働を投入する方法か
ら脱却して、コスト削減と効率化を考慮して、
電子メールとＷＥＢによる調査とする。その
ために、ＪＡＶＡスクリプト技術を応用した
回収と集計の方法、瞬時に調査協力者へも分
析結果がＷＥＢ上に表示されるリンクの方
式＝スタイル・シートを構築するのも目的で
ある。ＩＣＴ時代の経営学は、その調査方法
も含めて、新しい研究のあり方を提示する。  

 
 
２．研究の目的 
 
 本研究はＩＣＴ（情報コミュニケーション

技術）の進展が企業・経営にどのような影響

を及ぼすのかを明らかにすることを研究目

的とし、この研究当初の背景を踏まえ、本研

究では、 
（１）ＩＣＴ概念の明確化 
（２）ＩＣＴが企業組織へ与える影響の定

性・定量分析 
（３）電子商取引における情報技術・ネット

ワーク基盤研究 
（４）電子商取引における価格設定の研究  

（５）アンケート調査のＷＥＢ化 
（６）ＳＣＭ構築の研究と総合評価 
以上の 6つの具体的な研究目的を設定した。 

 
 
３．研究の方法 
  
 本研究では、文献研究とヒアリング調査な
らびに Web アンケート調査、調査・測定の
方法を採用した。 
表 研究目的と研究方法 
研究目的 研究方法 

① 
文献研究、ヒアリング調査、

Web アンケート調査 

② 
文献研究、ヒアリング調査、

Web アンケート調査 

③ 文献研究、調査・測定 

④ 
文献研究、ヒアリング調査、

Web アンケート調査 

⑤ 文献研究、測定 

⑥ 
文献研究、ヒアリング調査、

Web アンケート調査 

４．研究成果 
 2006年度から 2008年度の 3年間にわたり、



本研究を実施した結果、2006 年度には 2 つ
の、2007年度には 2つの、2008年度には 2
つの、合計で 6つの研究成果を得ることがで
きた。 
 
① ＩＣＴ概念の明確化 
ＩＴからＩＣＴへと概念が変更された場

合の企業経営分野の対応として、総務省「Ｉ
ＣＴ政策大綱」（2004 年 8月）以降の資料収
集、ＯＥＣＤ、日米欧での文献整理を行った。
その際、Communication（コミュニケーショ
ン）は、「ネットワーク経営」のあり方の根
幹をなすものとして、「ヒトとヒト」（＝ヒュ
ーマン・コミュニケーション）だけではなく、
「ヒトとモノ」（＝ヒトにやさしいコンピュ
ータ：ＳＣＭ管理ツールなど）、「モノとモノ」
（＝マルチメディア情報やＩＣタグ）との観
点でも把握することが重要であるというよ
うに、ＩＣＴ概念を明確化した。(2006 年度
研究成果) 
 
② ＩＣＴが企業組織へ与える影響の定性・
定量分析 
 「ネットワーク経営」を分析するにあたっ
て、もうひとつ有力な仮説であるＩＣＴの与
える企業内の「分権化・個別化」作用を対立
仮説として取り上げ、その妥当性ないしは両
者並存型なのか、検討を行った。併せて、「モ
ジュール（規格化されたユニット財）」と「イ
ンテグラル（個の複合調整である統合財）」
におけるＩＣＴの影響も考察した。その結果、
このことの意味は極めて重要であり、モジュ
ール化できるならアウトソーシング可能で
あり、インテグラルなら内部化（＝統合型）
という対応が企業組織にもたらされること
が明らかになった。この研究結果の詳細は、
後述の図書にまとめて発表した。(2006 年度
研究成果) 
 
③ 電子商取引における情報技術・ネットワ
ーク基盤研究 
 これら情報技術・ネットワーク基盤研究は、
調査・効果測定・必要なセキュリティなどの
面から進めて行った。その結果、バーチャル
モールは、Ｂ２Ｃ（企業－消費者取引）にせ
よＢ２Ｂ（企業－企業取引）にせよ、初期の
現実世界を模したリッチコンテンツ型はほ
とんど姿を消し、現在は「ショッピング・ポ
ータル型」と「イエローページ型」に大別さ
れる。ＩＣＴ時代には、音声や動画を入れ込
んだマルチメディアの役割が比重を増し、
Communication（コミュニケーション）がＩ
Ｔに必要な要素となってくる。ここで問題な
のは、ブロードバンドを基軸としたストリー
ミング技術（音声・映像の再生技術）、ＩＭ
Ｔ－2000（大容量携帯電話網）、ＸＭＬ（規
格の異なった受発注のすり合わせ技術）など

の進展であった。(2007 年度研究成果) 
 
④ 電子商取引における価格設定の研究 
この研究論点は以下の 6点である。①電子
商取引は本当に価格を引き下げるのか？②
価格を引き下げるとして、何％引き下げるの
か？③Ｂ２ＣとＢ２Ｂの違いはあるのか？
④産業ごと、企業ごとで特徴はあるのか？⑤
価格設定の変更頻度は、従来のリアル店舗取
引よりも頻繁にされるのか？⑥価格変更は、
市場に感応するのか？それとも供給側（売り
手側）企業の都合によってなされるのか？価
格設定権は誰が持っているのか？ 
 以上を把握するために、調査を実施した。
Ｂ２Ｂ市場では「ＰＣ及び関連製品」「旅行」
「エンターテイメント」「書籍・音楽」「衣類・
アクセサリー」「ギフト商品」「食料品」「雑
貨」「自動車」「部品」を調査対象とし、Ｂ２
Ｂ市場では「電子・情報関連」と「自動車部
品」がＥＣＯＭ（電子商取引推進協議会）の
調査などで圧倒的であることから、この 2業
種を対象として行った。 
その結果、本研究で作成した Web アンケー
ト調査によると価格設定と価格決定に関し
てインターネットを活用している企業が
84.62％と大きな割合を示していたが、イン
ターネットを活用する前と後の想定と実売
価格にはあまりギャップが見られず、価格下
落スピードに関しては、価格下落スピードが
上昇したと答える企業の方が低下したと答
える企業よりも多いことがわかった。(2008
年度研究成果) 
 
⑤アンケート調査のＷＥＢ化 
上記研究目的②ＩＣＴが企業組織へ与える
影響の定性・定量分析、③電子商取引におけ
る情報技術・ネットワーク基盤研究、④電子
商取引における価格設定の研究において、各
種アンケート調査を実施するが、従来の紙媒
体と郵送－回収によるアンケート調査では、
時間とコストがかかるので、我々の調査では
インターネットを用いたＷＥＢ化を実施す
る。具体的には電子メールを送り、リンクを
経由して、我々の用意したアンケートシート
にクリックして送信ボタンを押せば、回収で
き、即時に自動集計され、結果シートにも反
映され、各種グラフが調査協力者（企業）側
にも表示されるシステムを構築して、アンケ
ー ト 調 査 の Ｗ Ｅ Ｂ 化 を 行 っ た 。
(http://www.hannan-u.ac.jp/mi/ict_ancat
e/)(2007 年度研究成果) 
 
⑥ ＳＣＭ構築の研究と総合評価 
経営トップの役割を明確に把握するため
の「意識と行動」についての基準を策定し、
「経営価値の向上」「ＩＣＴ化の組織活動要
素」をどう評価するのか、検討した。さらに



研究目的の①～⑤に関わって得られた知見
に対して総合的に評価をおこなった。本研究
に関わる企業組織のコアとなるものであり、
研究メンバー全員による研究会にて討論さ
れた。そして、これらの討論、研究の結果に
ついては、後述の学会発表や雑誌論文等で成
果を発表・報告している。(2008 年度研究成
果) 
 
⑦おわりに 
以上、本研究の当初の研究計画で設定して

いた 6つの検討課題について 3年間に及ぶ研
究期間内で取り組むことができた。しかし、
(6)のＳＣＭ構築の研究と総合評価について
は未だ課題が残されている。次年度は研究計
画外ではあるが、次年度も引き続き研究課題
の追求を行っていきたい。 
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